２年日本史授業プリント(38期)近現代４６　占領下の民主化（１）

　　　年　　　組　　　番　　　　　　　　　　　　.
初期の占領政策と内閣の変遷（１）　
　アメリカ政府　　極東委員会(米ソ英仏など１１カ国　at.ワシントン　1946.2～)

 　　連合国軍最高司令官総司令部( Ｇ.Ｈ.Ｑ.    )　　 対日理事会(米英中ソ　at.東京)
　　　　　　　　　 マッカーサー元帥　　　　　　　　 　　司令官の諮問機関　1946.4～
　　・間接統治…軍政はしかず日本政府に 指令・勧告する形式　ex．ポツダム勅令(政令) 
　　・アメリカの主導権の下に 日本の非軍事化　　　　→民主化の推進（｢初期対日方針｣45.9.22）
　　※諸政党の結成(1945～)
　　　　保守系　日本自由党　　…旧政友会系　翼賛選挙時の非推薦議員　鳩山一郎ら
　　　　　　　　日本進歩党　　…旧民政党系　翼賛選挙時の推薦議員　町田忠治ら
　　　　革新系　日本社会党　　(片山哲ら)、日本共産党　　(徳田球一ら出獄、合法化)
　　　　中道　　日本協同党…山本実彦ら　労使協調を唱える　→国民協同党(1947 三木武夫ら)
　　　　　　 　　1945.8～45.10　皇族で陸軍大将
　　9/2 降伏文書調印　at.東京湾上の米戦艦 ミズーリ号上　  eq \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(しげみつまもる),重光葵)(外相)、梅津 eq \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(よし),義)治郎(軍部)
　　　※沖縄・小笠原は米国、南樺太・千島はソ連、台湾は中国、朝鮮は米ソが南北分断占領

　 「国体護持」｢一億総 eq \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ざんげ),懺悔)｣を提唱　陸海軍の解体　戦犯容疑者の逮捕開始

　　人権指令(10/9)…天皇批判の自由、治安維持法廃止、政治犯釈放など→実行不可能として総辞職

　　　　　　 　　　　　 1945.10～46.4　日本進歩党
	五大改革指令…　
	① 女性の解放(婦人参政権)、② 労働組合の結成奨励、

③ 教育の自由主義化　④ 秘密警察制度の廃止　⑤ 経済の民主化


　　→財閥解体、労働組合法、第１次農地改革、天皇の人間宣言、公職追放指令

　　　金融緊急措置令、憲法改正準備、戦後初の総選挙→日本自由党が第一党→総辞職

　　　　　　 　　1946.5～47.5　自由党・進歩党連立内閣
　　　自由党総裁　戦前は外交官(親米派)　東久邇・幣原内閣の外相　※鳩山は公職追放
　　  第２次農地改革、新憲法発布、教育基本法、労働基準法、独占禁止法、二・一ゼネスト中止

軍国主義・国家主義から民主主義へ

Ａ．軍国主義・国家主義の排除

（１）軍隊の解散(45.9)、軍国主義者・国家主義者の 公職追放　　　　(1946)・教職追放(1946,47)
（２）戦争犯罪人　　　　　( 戦犯)容疑者の逮捕(1945.9～12)
　　Ａ級戦犯…侵略戦争指導者　｢平和に対する罪｣　東条英機、広田弘毅、木戸幸一ら２８名

　　　　　　→極東国際軍事裁判( 東京裁判　　　　)で裁判、絞首刑など有罪判決(1948.11)
　　Ｂ・Ｃ級戦犯…通常の戦争犯罪(捕虜虐待など)や非人道的行為　約5700名　世界各地で裁判

（３）思想・信仰・政治活動の自由化　…特別高等警察・治安維持法の廃止、政治犯の釈放
　☆神道指令…国家と神道とを分離　→神社本庁の設立(宗教法人化)
☆天皇制批判の自由化(1945.10)　天皇の人間宣言と地方巡幸(1946.2～)
1946.1 ｢新日本建設に関する詔書｣　史料７２－３
※ 占領軍批判は禁止( プレス・コード、ラジオ・コード)…新聞・放送などの検閲

Ｂ．新憲法の制定　

　<民間> ex．憲法研究会( 鈴木EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(やす),安)蔵・高野岩三郎ら)の｢ 憲法草案要綱｣

　　　　 各政党も独自の憲法案　　　　　　｢日本共和国憲法私案要綱｣では大統領制
　<政府> 幣原　　内閣、憲法問題調査委員会(委員長 松本烝治)設置　←ＧＨＱの指示(1945.10)
　　　　　　　　　　　　　「憲法改正要綱(松本私案)」(1946.2/8にＧＨＱへ)…保守的
　　　　→2/13、ＧＨＱは政府案を拒否し独自の草案(マッカーサー草案：1946.2/3～2/13作成)を提示
　　　　→「帝国憲法改正草案要綱」を作成して帝国議会で審議→日本国憲法成立( 吉田　内閣)
　　三原則：主権在民、戦争放棄、基本的人権の尊重　　　　　1946.11／3公布、1947.5／3施行

　　天皇：日本国民統合の象徴　　国会(立法)：衆議院と 参議院　　司法：最高裁判所
Ｃ．諸法律・制度の改革

　ex．民法：戸主権の廃止、男女同権　　刑法：大逆罪・不敬罪・姦通罪の廃止

　　　刑事訴訟法：捜査・拘留の制限、黙秘権　　地方自治法：都道府県知事の公選

　　　警察法：都市部に 自治体警察(市町村管轄)、他は 国家地方警察　…警察権力の集中を避ける
Ｄ．教育の民主化

　"青空教室"　墨ぬり教科書　修身・日本史・地理の授業停止(ＧＨＱの指令)　社会科新設

　　→『くにのあゆみ』(1946.9)…神話ではなく石器時代から始まる歴史教科書

　　　『あたらしい憲法のはなし』(1947.8)…中学生向け教科書　戦争放棄や基本的人権

1946．アメリカ教育使節団の招請(46.3)→来日、勧告　→教育刷新委員会設置(46.8)
1947．教育基本法　　　　　…教育の機会均等、義務教育９　年、男女共学の原則など

　　　学校基本法　　　　　…六・三・三・四の新学制など

1948．教育勅語の失効…国会で決議

　　　教育委員会…教育行政民主化と地方分権のため設置　教育委員は公選　　制(～1956)




３年日本史授業プリント(38期)近現代４７　占領下の日本（２）

　　年　　　組　　　番　　　　　　　　　　　　.
経済の改革と民主化

　☆ＧＨＱは 寄生地主　　　制と財閥　　が軍国主義の基盤と判断

　　　　　　　※小作の貧困→労働者の低賃金→低い内需(国内購買力)→侵略による市場獲得
Ａ．農地改革　　　　　　☆農地委員会の設置…地主・自作・小作で構成

　第１次　1946.2～　幣原内閣　…(1938年制定の)農地調整法を改正(1945.12)
　　政府立案　不在地主　　　の 全小作地　　　　 の解放と、小作料の原則金納化

　　　　　　　在村地主の ５町歩を越える小作地　　　　　　　　　　　　　　　→不徹底

　第２次　1947.3～50　吉田(Ⅰ)内閣　…農地調整法再改正、自作農創設特別措置法(1946.10)
　　ＧＨＱ勧告　在村地主の小作地は平均 １町歩(北海道は４町歩)に制限
　　　　　　　　　→政府が強制買収、小作人に売渡　　小作料も 金納・定額に

　☆農業協同組合(農協 1947)…自作農中心に経営・指導などにあたる組織

Ｂ．財閥解体　　　　
　1945．ＧＨＱ指令で主要財閥の資産凍結・解体

　1946．持株会社整理委員会…財閥中枢の持ち株会社が所有する株式を公開処分

　1947．独占禁止法…持株会社・カルテル・トラストの禁止　→公正取引委員会(1947.7)が監視

　　　　過度経済力集中排除法…巨大独占企業の分割　ex．日本製鉄、三菱重工業

　→実際には 不徹底に終わる…財閥系銀行は解体せず　占領方針の変化

Ｃ．労働政策　☆ 労働省設置(1947.9)
　労働三法　労働組合法　　　　制定(1945)…労働者の団結権・団体交渉権・争議権の保障

　　　　　　　→組合激増　…組合員数　４０万人(戦前最高)→６６０万人(1948)
　　　　　　　→全国組織結成　　　※農村…日本農民組合(日農1946.2)
　　　　　　　　右派　日本労働組合総同盟(総同盟)…社会党系　府県別に組織　1946
　　　　　　　　左派　全日本産業別労働組合会議(産別会議)…共産党系　1946
　　　　　　労働関係調整法(1946)…労働争議の予防・解決

　　　　　　労働基準法(1947)…労働者保護　週４８時間労働、年次有給休暇など

　※新日本婦人同盟(1945)、婦人民主クラブ(1946)、部落解放全国委員会(1946)など社会運動活性化

敗戦後の国民生活

　苦難の生活　　失業者の急増(1945秋 1400万人)　←軍需産業の崩壊、復員　　・引揚げ
　　　　　　　　物資不足　ex．食料、衣料、住宅　←戦災、生産力の低下

　　　　　　　　　　配給の不足・遅配・欠配　→買い出し、闇市　　、闇取引

　↓　　　　　　破局的なインフレ　←戦後処理のため日本銀行券乱発

　

　Ａ．労働運動の激化　ex．食糧メーデー( EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(はんまい),飯米)獲得人民大会　1946.5　皇居前広場に２５万人)

　　　　　　　　　　　　　全官公庁(国鉄を含む)労働組合が政府に賃上げを要求→吉田内閣が拒否

　　　　　　　　　　　　　→二・一ゼネスト　　　　　宣言(1947)　→ＧＨＱの中止命令(1/31)
　Ｂ．政府の政策　金融緊急措置令(1946.2)　幣原　

　　　　　　　　　　　預金封鎖・新円切り換えなど　→インフレ抑止効果、ただし一時的

　　　　　　　　　傾斜生産　　　方式　　(1947)　片山　芦田
　　　　　　　　　↑　資材・資金を鉄鋼・石炭など重要産業に集中　→生産上昇

　　　　　　　　  復興金融金庫の設置(1947)、賃金の抑止

占領下の内閣の変遷（２）
　　1946.4　総選挙(戦後初)　←新選挙法(1945.12)…婦人参政権　２０歳以上に選挙権　ほか

　　　　　　　→日本自由党が第１党、婦人代議士３９名(2005年までは史上最多)
　　　　　 1946.5～47.5　自由党・進歩党連立内閣
　日本国憲法発布、二・一ゼネスト中止など　　総選挙(1947.4)　→社会党が第１党

　　　　　　 　　1947.6～48.2　社会党・民主党・国民協同党の連立内閣
　　　社会党委員長　　労働省の新設　傾斜生産方式など

　　　　　　　　　　　社会主義政策は不十分・閣内不一致　ex．炭坑国家管理問題　→総辞職

　　　　　　 　　1948.3～48.10　民主党・社会党・国民協同党の連立内閣
　　　民主党総裁　　　公務員の労働権を制限( 政令２０１号)　昭和電工事件(贈収賄)で総辞職

　　　　　　 　　　1948.10～49.2　民主自由党
　　　　　　　　　 総選挙(1949.1)→民主自由党、絶対多数　→以後、保守政権が長期化

３年日本史授業プリント(38期)近現代４８　占領下の日本（３）

　　年　　　組　　　番　　　　　　　　　　　　.
冷戦と占領政策の転換と内閣の変遷（３）　

　　※国際情勢の変化…冷戦　　　　　　の本格化へ

　　　　資本(自由)主義陣営<西側:米中心>と 共産(社会)主義陣営<東側:ソ中心>の対立

　1945.6　国際連合憲章の採択…サンフランシスコ会議　平和と安全の維持、紛争の平和的解決など
　　　10　国際連合　　　　の発足…安全保障理事会(常任理事国は英米仏中ソ)に強い権限
　1946.3　チャーチルの「鉄のカーテン」演説…東西ヨーロッパ間に共産主義の壁
　1947.3　<西> トルーマン・ドクトリン…大統領が米議会で共産主義勢力の封じ込め政策を宣言
　　　 6　<西> マーシャル・プラン…アメリカの西欧諸国援助政策
　　　10　<東> コミンフォルム…欧州諸国の共産党の情報交換のために結成
　1948.6  <東> ベルリン封鎖(～1949)　※ ベルリンの壁(1961～89)
　　　 8-9　大韓民国( 李承晩<西>)・ 朝鮮民主主義人民共和国( 金日成<東>)の分離独立
　1949.4　<西> 北大西洋条約機構(ＮＡＴＯ)成立
　　　10　中華人民共和国　　　　　　　<東>成立　←中国国共内戦(1945～49)
　　　　　　　国家主席　毛沢東　　→国民政府(<西>蔣介石)は 台湾へ　…"２つの中国"問題
　1950．米韓相互防衛援助規定、中ソ友好同盟相互援助条約の締結

　　　　　　 　　　　　　　1948.10～52.10　民主自由党→自由党(1950～)
　☆占領政策の転換　…日本を西側諸国の一員として強化  ex．ロイヤル演説(日本は反共の防波堤)
Ａ．日本経済の自立・再建　　※アメリカの資金供与…ガリオア資金・エロア資金など

　経済安定九原則　　　　　　　(1948.12)…内閣へ指令　赤字財政とインフレの克服

　　均衡予算、徴税強化、融資制限、賃金安定、物価統制、

　　外国為替管理、輸出振興、国産重要品の増産、食料集荷の改善

　ドッジ・ライン(プラン)の発表(1949.3)…ＧＨＱの金融顧問ドッジ公使

　　(ａ)赤字を許さない 超均衡予算案　　(ｂ) 単一為替レート( １ドル＝３６０円固定)

　シャウプ使節団、税制改革勧告(1949.8　"シャウプ勧告")

　　所得税中心主義、地方税独立と地方財政平衡交付金制度、青色申告制

　　→インフレ抑制、経済再建の基礎　→不況　→失業者・倒産の急増

Ｂ．労働運動の後退

　1948.11　国家公務員法改正…争議権を奪う(← 芦田 政令２０１号)　→人事院の設置
　多量の人員整理の強行　ex．国鉄…９万５千人解雇　労働組合と対立

　☆　下山　　事件(1949.7/ 6)…国鉄総裁 下山定則が eq \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(れきし),轢死) 　 　　　　　　　　真相は不明だが、

　　　三鷹事件(1949.7/15)…無人列車の暴走　共産党員12名起訴→１人有罪　　国鉄解雇反対運動

　　　松川事件(1949.8/17)…列車転覆　労働組合員20人起訴→全員無罪　　　　は敗北

朝鮮戦争と日本の独立

　朝鮮戦争( 1950.6～53.7)　…北緯３８度　　線をめぐる攻防　　…→1953．停戦協定( 板門店)で

　　<西>韓国　←国連軍(北朝鮮を侵略者として武力制裁、米軍が主力)の参加　

　　<東>北朝鮮←中国人民義勇軍の参加、ソ連の武器援助

　　※マッカーサー、大統領と対立して解任(1951.4)→リッジウェイと交代

　→占領政策　(ａ) 警察予備隊　　　　　の設置(1950)

　　　に影響　　　在日米軍出動の代替(治安維持)、75000人　海上保安庁も増員

　　　　　　　(ｂ) レッド・パージ(1950.9～）
　　　　　　　　　共産党幹部の公職追放、機関誌の発行停止、官公庁・企業から共産主義者の追放

　　　　　　　　　※ 日本労働組合総評議会(総評)結成を支援　…反共産主義の産別組合組織

　　　　　　　(ｃ) 公職追放(国家主義者ら)の解除(1951)　戦争犯罪人も解放

　　　　　　　(ｄ) 対日講和条約締結を急ぐ　…日本を<西>の一員として自立　※ダレス国務長官

　　　　　　　　国内では、全面講和論(すべての交戦国と講和)と単独(片面)講和論の論争

　　　　　　　　　　　　　　　社会党・共産党など革新陣営　　　　政府・保守政党

　サンフランシスコ講和会議　☆ 両中国は招かれず、インド･ビルマは出席拒否　　　　
　　サンフランシスコ平和条約締結( 1951.9)　☆全権は 吉田茂首相　発効は翌1952年

　　　調印４８カ国　社会主義国を除く( ソ連･ポーランド･チェコスロバキアは出　席不調印　 　)

　　　内容　日本の主権回復、朝鮮の独立を承認、領土の範囲…沖縄・奄美・小笠原は

　　　　　　賠償協定…日本が占領し被害を与えた国へ　　　　　　　アメリカの施政権下
　　　　　　　　　　　ただし米・英・蘭・豪などはこれを放棄　総額約４０００億円

　　日米安全保障条約　　　　　　　(安保条約)…平和条約の同日に調印

　　　米軍の駐留　　、侵略・内乱の際の出動、無期限・片務的(破棄には米の許可が必要)
　　※社会党の分裂…左派(両条約に反対)・右派(平和条約のみ賛成)
その後の情勢

　日米行政協定(1952.2)…安保条約の細目規定　アメリカ側に特権、日本側に不利

　日華平和条約(1952.対 中華民国　賠償放棄)、日印平和条約(1952)、日ビルマ平和条約(1954）
３年日本史授業プリント(38期)近現代４９　独立(1952)から安保改定(1960)まで

　　年　　　組　　　番　　　　　　　　　　　　.
　【国際情勢】東西の対立　ex．南北ヴェトナムの分離独立(1954.ジュネーヴ協定)
ＮＡＴＯ拡大(1955.西ドイツ)　ワルシャワ条約機構(1955)
　　　　　　　第三世界の動向　ex．平和五原則(1954)…インドのネルー、中国の周恩来が声明

　　　　　　　　　　　　　　　　　バンドン会議(アジア・アフリカ会議)1955で 平和十原則を採択

　　　　　　　　　　　　　　    1948.10～54.12　与党：民主自由党→自由党
　経済再建　朝鮮戦争の特需  　(通常貿易外)→金属・繊維中心に好景気( 特需景気)

　　　　　　　→鉱工業生産は戦前水準に回復

　　　　　　　　1952．ＩＭＦ　　　(国際通貨基金)・世界銀行　　　に加盟
　　　　　　※1954.ＭＳＡ協定(日米相互防衛援助協定)…米の経済援助と日本の防衛力強化

　防衛力増強　　　　　< 保安庁 > 　　　　　　　　　　　     < 防衛庁>
      警察予備隊(1950)→保安隊　　　(1952)　　　　　　　　　  自衛隊(1954)
　　　　　　　　　　　海上警備隊(1952.海上保安庁から分離)　　　　　陸・海・空

　→"逆コース"　ex．メーデー事件(皇居前広場事件)1952…デモ隊と警官隊が衝突

　　　　　　　　　　→破壊活動防止法　　　　　　(1952)…破壊活動を行った団体への規制

　　　　　　　　　　新警察法(1954)…警察機構の一本化・中央集権化　警察庁の設置

　　　　　　　　　　教育二法(1954)…教員の政治活動を抑制　

　平和運動　基地反対闘争　ex．石川県 内灘村(1954)、東京都 砂川町(1955)
　　　　　　原水爆禁止運動　←第五福竜丸　　　事件(1954)←ビキニ環礁で米が水爆実験

　　　　　　　　　　　　　　　　　日本のマグロ漁船に" 死の灰"　多くの被曝者
　その他　　奄美諸島返還(1953)、バカヤロ解散(1953)、造船疑獄(1954)で法相が指揮権発動


　　　　　　　　　　1954.12～56.12　与党：日本民主党→自由民主党
　経済成長　空前の好景気…神武景気　　　　(1955～57)　☆ 高度経済成長の始まり(→現代５)
　　　　　　　1955．ＧＡＴＴ　　(関税と貿易に関する一般協定)加盟

　　　　　　　1956．経済企画庁「もはや戦後ではない」(『経済白書』)
　内政　再軍備・憲法改正を主張　ex．国防会議(1956)　憲法調査委員会(1956)　

　　　　　→1955．日本社会党(右派・左派)の統一…憲法改正阻止(議席数の三分の一以上を確保)
　　　　　→同年、自由党と 日本民主党が合同( 保守合同　　　)…自由民主党　　　結成

　　　　　以後、自民党長期政権・社会党野党第１党が続く…５５年体制　　　(～1993)

　　　　教育委員は公選制から任命制へ(1956)　第１回原水爆禁止世界大会(1955.8/6広島)
　外交　日ソ共同宣言　　　　　調印( 1956.10)…国交の回復　賠償請求の相互放棄など

        　→日本の 国際連合加盟　　　　　が実現(1956.12)
　　　　　北方領土問題は残る　捕虜( シベリア抑留民)問題の解決を優先　

　　　　　　　宣言では「平和条約締結後に  eq \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(はぼまい),歯舞)島・ eq \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(しこたん),色丹)列島を返還」　日本は四島一括返還要求

　　　　　　1956.12～57.2　与党：自由民主党　首相病気で総辞職(３か月)

　　　　　　　　 1957.2～60.7　与党：自由民主党　※東条内閣の商工大臣
　経済成長　空前の好景気…岩戸景気　　　(1959～60）　※ 三井三池炭坑争議(1960)
　内政　警察官職務執行法(警職法)改正案→反対運動→1958.廃案(国会混乱)
　外交　日米安全保障条約改定問題→反対運動の高まり…安保闘争　　　
　　　　　ex．安保改定阻止国民会議(社会党・共産党・総評・原水爆禁止国民会議など１３４団体)
　　　　　　　全学連(全日本学生自治会総連合)、労働組合、市民ら

　　　　1960.1　日米相互協力及び安全保障条約(新安保条約)　調印
　　　　　　　　　日米相互の防衛義務化　在日米軍の軍事行動の 事前協議　期限１０年(自動延長)
　　　　　　国会での批准をめぐって紛糾　衆議院強行採決(1960.5)→参議院自然成立(1960.6)
　　　　　　アンゼンハウアー大統領来日中止　　　→内閣総辞職　

　　　　　　※日米地位協定…新安保条約と同時に発効　米軍に特権

日本史授業プリント(38期)近現代５０　安保改定(1960)から大阪万博(1970)まで

　【国際情勢】東西の対立　ex．キューバ危機(1962.共産国キューバのミサイル基地をめぐって米ソ対立)
ヴェトナム　　　戦争(1965.米軍の 北爆　　開始～)→長期化

　　　　　　　対立緩和の流れ　ex．中ソ対立(1964.中国核実験成功など)
ＥＣ(ヨーロッパ共同体)結成(1967)　　　東西関係の多極化

　　　　　　　その他　ex．ＯＰＥＣ(石油輸出国機構1960)、ＯＡＰＥＣ(アラブ石油輸出国機構1968)
　　　　　　　　　　　　　　 ＡＳＥＡＮ(東南アジア諸国連合 1967)
　　　　　　　　　　　　　部分的核実験停止条約(1963)、核兵器拡散防止条約(ＮＰＴ)1968
【高度成長】長期にわたる( 1955～1970)好景気…実質経済成長率１０％前後

　　　　　　　重化学工業を中心とする 設備投資・技術革新　…産業構造の高度化

　　　　　　　エネルギーの転換(エネルギー革命)…石炭から石油へ　※三井三池炭坑争議(1960)
　　　　　　　交通網の整備　ex．高速道路、新幹線　　　　　　　　　　大量解雇に反対
　　　　　　　☆ 賃金も上昇 ←EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(しゅんとう),春闘)… eq \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(そうひょう),総評)(日本労働組合総評議会)が主導して一斉に賃上げ要求
　　　　　　　☆ 農業基本法　　　(1961)…農業の近代化により農家の所得増大をめざす

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大型農業機械の導入など　補助金
　　　　　　諸問題　ａ) 人口の 過密・過疎　…都市問題と農山村の人手不足

ｂ) 兼業農家の増加　…1970年には５０％を超える

ｃ）公害　　問題　…大気汚染・水質汚濁など
【政治の多角化】野党の多党化現象　ex．民主社会党(1960)、公明党　　　(1964)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総評と対立していた 同盟(全日本労働総同盟)が支持
　　　　　　　　　革新首長の誕生　※革新…共産党・社会党など　左派勢力とほぼ同義　　　保守
ex．飛鳥田横浜市長(1963)、美濃部東京都知事(1967)、黒田大阪府知事(1971)など
　　　　　　　　　　 1960.7～64.11　与党：自由民主党
　経済成長　国民所得倍増　　　計画(１０年で２倍に)を閣議決定　→高度経済成長の本格化

　　　　　　　東京オリンピック開催(1964)　←オリンピック景気(1963～64)

　　　　　　　東海道新幹線　　　　開通(1964)、名神高速道路開通式(1964：全線開通は翌年)　など

　　　　　　→開放経済体制へ移行

ex．1963．ＧＡＴＴ１１条国に…国際収支を理由に輸入制限できない　→貿易の自由化
　　1964．ＩＭＦ８条国に…国際収支を理由に為替管理できない　→資本の自由化
　　　　　　　ＯＥＣＤ　　　(経済協力開発機構)加盟(1964)…先進国へ仲間入り

　その他　ＬＴ貿易(1962～)…中華人民共和国との準政府間貿易

農業基本法(1961)　部分的核実験禁止条約に調印(1963)　　　首相病気で総辞職
　　　　　　　　　　 1964.11～72.7　与党：自由民主党　※岸信介の実弟
　経済成長　空前の好景気…いざなぎ　　　景気 (1965～70）
1968．ＧＮＰ(国民総生産)世界第２位に　…資本主義国でアメリカに次ぐ

　　　　　　1970．大阪万国博覧会　　　　　　…テーマ「人類の進歩と調和」入場者数6240万人
　公害問題　四大公害訴訟(1967～69) 　　　　→いずれも原告(患者)側の勝訴(1971～73)
水俣病(熊本)、イタイイタイ病(富山)　新潟水俣病、四日市ぜんそく(三重)
　　　　　　1967．公害対策基本法　　　　　　　　　※環境基本法(1993)
1968．大気汚染防止法、騒音規制法　→1971．環境庁　　　設置

　国際関係　1965．日韓基本条約　　　　…朴正煕政権と(韓国大統領　軍事クーデター　のち暗殺)
　　　　　　　　　　韓国政府が「朝鮮における唯一の合法政府」(国連決議)であることを確認

　　　　　　　　　　韓国は対日請求権を放棄　韓国へ３億ドルの無償贈与など

　　　　　　1967．首相、非核三原則　　　　を表明…｢持たず、作らず、持ちこませず｣
　　　　　　1968．小笠原　　　諸島の日本返還(東京都へ編入)

　　　　　　1969．佐藤－ニクソン会談…日米首脳会議　沖縄返還を決定(→現代７）
　　　　　　1970．新安保条約自動延長

その他　ヴェトナム反戦運動　ex．べ平連(｢ベトナムに平和を！市民連合｣1965～74)
　　　　　学園(大学)紛争(1968～69)…民主化要求など　ex．東大安田講堂封鎖

減反制度(1970～)←米の需要が減少
日本史授業プリント(38期)近現代５１　第２次石油危機(1979)まで ＆ 文化と生活
　【国際情勢】Ａ．アメリカの方針転換 (1971．ニクソン-ショック)　←ヴェトナム戦争の長期化
　　　　　　　　① ニクソン大統領の訪中(中華人民共和国<東側>訪問)を発表(1971)　※翌年実現
　　　　　　　　　　→国連が 中華人民共和国の加盟を認め、中華民国(台湾)は脱退。

② ドル-ショック　　　…ドルと金との交換停止発表(1971)
　　　　　　　　　　※1944年以降、経済大国アメリカのドルを基準（金と交換可能）とし、
各国は ドルとの為替相場を固定する体勢だったが(ex．１ドル＝３６０円)、
アメリカ経済が悪化（インフレなど）してこれを維持できなくなった。

→ドルの価値下落、株価の暴落など経済の混乱

　　　　　　　　　　→1971.ドルの切り下げ＝各国通貨の切り上げ　ex．１ドル＝３０８円
　　　　　　　　　　→1973.各国が 変動相場制に移行

　　　　　　　Ｂ．ヴェトナム戦争和平協定(1973)　→ヴェトナム社会主義共和国成立(1975)
　　　　　　　　→東西対立による戦争は終わるが、紛争はその後も頻発(背景に冷戦)

　　　　　　　　ex．第４次中東戦争(1973)…パレスチナをめぐるイスラエルとアラブ諸国との戦争
　　　　　　　　　　→第1次 石油危機　　　　( オイルショック)…ＯＰＥＣなどによる原油値上げ
☆1975．第１回 先進国首脳会議(サミット)開催　at パリ

イラン革命(1978～79 反米政権樹立)→第２次石油危機(1979)
カンボジア内戦(1970～91)、ソ連のアフガニスタン侵攻(1979～89)
　　　　　　1964.11～1972.7　与党：自由民主党　※岸信介の実弟　のちノーベル平和賞
　外交　沖縄返還　　　　協定( 1971)→返還(1972.5.15)　｢核ぬき本土並み｣　米軍基地問題など

　　　　　☆祖国復帰運動　1960．沖縄県祖国復帰協議会が発足

　　　　　　　　　　　　　1968．琉球政府の主席公認制を実現　→初代 EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(やらちょうびょう),屋良朝苗)
　経済　ドル-ショック(1971.8)　→１ドル ３０８円への円切り上げ(1971.12) …輸出に打撃(円高)
減反制度(1970～)←米の需要が減少
　　　　　　　　　　 1972.7～1974.12　与党：自由民主党　

　外交　日中共同声明　　　　( 1972.9)…日中国交回復　　←米中共同声明(1972)
中華人民共和国政府を中国唯一の合法政府として承認→中華民国(台湾)とは国交断絶

　経済　列島改造論　　　　…田中の国土開発構想　列島の分業化と交通網の整備
　　　　第1次 石油危機( オイルショック) 1973　　　　　　 狂乱物価
　　　　　　　　　物不足とパニック　省エネルギー・企業の合理化など

　　　　　　　　　→実質マイナス成長(戦後初)　　　　…高度経済成長から安定成長(低成長)へ

　　　　　※金脈問題(1974.11)…田中の資金調達方法への疑惑と批判　→総辞職


　　　　　　1974.12～1976.12　与党：自由民主党　　金権政治の改革を推進

　　1976．ロッキード事件発覚…航空機購入をめぐる贈収賄事件　田中元首相も逮捕　

　　→河野洋平氏ら自民党から離反、新自由クラブ結成(～1986)

　　　　　　1976.12～1978.12　与党：自由民主党

　　日中平和友好条約　　　　　　( 1978．正式の平和条約の締結)  社会民主連合(1978～94)結成

　　　　　　1978.12～1980.6　与党：自由民主党

　　1979．第２次石油危機　※省エネなどの対策で欧米より早く回復

　　　　　元号法公布、東京でサミット開催
戦後の文化と生活

占領期　1949．湯川秀樹　　　に日本人初の ノーベル賞(物理学)…中性子理論
　　　　1951．黒沢明(映画監督)『羅生門』がベニス映画祭グランプリを受賞

　　　　日本学術会議の設立(1948)　文化勲章の復活(1946)
文化財保護法(1950)←法隆寺金堂の火災(1949)
　　　　小説　坂口安吾『白痴』、太宰治『斜陽』、石坂洋次郎『青い山脈』、木下順二『夕鶴』、

大岡昇平『俘虜記』、三島由紀夫『仮面の告白』、野間宏『真空地帯』　ほか

　　　　その他　溝口健二(映画監督)、美空ひばり、手塚治虫、長谷川町子　など
　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ともなが),朝永)振一郎(1965 物理学)・川端康成(1968 文学)・EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(えさきれおな),江崎玲於奈)氏(1973 物理学)にノーベル賞
　文化庁の設置(1968)　←文化財保護運動
テレビ放送(1953～)、原子力発電(1957～)、人工衛星(国産は1970～)などの新技術

　　　　消費革命　50年代後半以降…テレビ・洗濯機・冷蔵庫(｢ 三種の神器　　　｣)

　　　　　　　　　60年代後半以降…カラーテレビ・マイカー・クーラー(｢３Ｃ　｣｢新三種の神器｣)

モータリゼーションの進行　ex．東名高速道路開通(1969)
核家族(夫婦と未婚の子どものみ)化の進行…都市化の進展　マイホーム主義的傾向

小説　松本清張『点と線』、司馬遼太郎『竜馬がゆく』、大江健三郎『飼育』

のちノーベル文学賞(1994)
日本史授業プリント(38期)近現代５２（最終）　現在の日本へ
【経済状況】経済大国日本から平成不況へ

　８０年代　経済大国への成長　←石油危機からの早い脱出

　　　　　　　企業の減量経営(人員整理・合理化・自動化など)　ex．産業用ロボットの普及

　　　　　　　貿易収支は長期の 黒字→円高傾向・欧米との貿易摩擦
　　　　　　　→1985．プラザ合意…五カ国蔵相会議(Ｇ５)でドル安円高への誘導に合意

　　　　　　　→急激な円高の進行と不景気( 円高不況)　１ドル240円台から160円台へ

　　　　　　　→再び好景気　→バブル景気(1987末～1991年初)…株価・地価など実態とかけ離れる

　　　　　　☆１人あたり国民所得はアメリカを越える　政府開発援助(ＯＤＡ)も世界最大に

　　　　　　☆総評解散(1989)→日本労働組合総連合会(連合)に合流

　　　　　　☆農産物の輸入自由化問題…牛肉・オレンジ(1988)、コメ(1993)
　９０年代以降　バブル崩壊(1992年初)…株価・地価の下落

　　　　　　　　→不良債権による金融機関の経営悪化　→平成不況(複合不況)の長期化

【国際情勢】冷戦の終結と新たな混迷

　冷戦の終結…東西両陣営の経済的疲弊　特に東側(共産主義)の崩壊

　　1985．ペレストロイカ…ゴルバチョフによるソ連の改革

　　　→東欧諸国の民主化運動(社会主義の放棄)激化　ex．ベルリンの壁崩壊、東西ドイツ統一
　　1989．マルタ島での米ソ首脳会談で冷戦終結を宣言　1991．ソ連崩壊
　中東と米国　1980．イラン・イラク戦争(～1988)　←アメリカはイラクを支援
　　　　　　　1990．イラクがクウェートへ侵攻　→1991．湾岸戦争…アメリカ中心の多国籍軍

　　　　　　　2001．アメリカ同時多発テロ　→2001．アフガン空爆、2003．イラク戦争

　国連活動への注目　ex．ＰＫＯ(平和維持活動)、ＰＫＦ(平和維持軍)

【内閣の変遷】
　　　　　　1980.7～1982.12　与党：自由民主党(自民)
　　　　　　　1982.11～1987.11　与党：自民

　　防衛予算の拡大、アメリカとの関係強化　「戦後政治の総決算」

　　行政改革　ex．三公社の民営化…ＮＴＴ(電電公社)、ＪＴ(専売公社)、ＪＲ(国鉄)　
　　　　　1987.11～1989.6　与党：自民

　　リクルート事件(1988)　昭和天皇没(1989.1)　消費税導入(1989)→総辞職
　　　　　　1989.6～8　与党：自民

　　参議院選挙で自民党大敗(参院では与野党逆転)→総辞職


　　　　　　1989.9～1991.11　与党：自民

　　湾岸戦争(1991)→国際協力問題　自衛隊の掃海艇をペルシア湾へ(初)
　　　　　　1991.11～1993.8　与党：自民党
　　佐川急便事件　　ＰＫＯ協力法可決(1992)→自衛隊をカンボジアへ派遣
　　自民党の分裂→新生党(小沢一郎)・新党さきがけ(武村正義)結成　→内閣不信任案可決
　　　　　　　　→解散総選挙　→自民党過半数に届かず（ ５５年体制の崩壊）
　　　　　　1993.8～1994.4　与党：日本新党、新生、社会、公明、新党さきがけなど８党連立
　　　　日本新党党首　前熊本県知事　　　　突然辞任(佐川急便事件疑惑)
　　　　　 1994.4～6　与党：新生、日本新、公明党など５党連立(社会党が離脱)→少数与党
　　　　　　1994.6～1996.1　与党：社会党(→社会民主党)・自民・さきがけ３党連立
　　　　社会党委員長　　戦後５０年の不戦決議と談話(村山談話)　新進党結成(1994)
　　　　　　　1996.1～1998.7　与党：自民・社会民主・さきがけの３党連立

　　　　　　　　　　　　　　　　→総選挙(1996.10)で勝利すると自民党単独内閣に

     民主党結成(1996)　消費税率引き上げ(1997)→自民党は参議院選挙で敗北
　　　　　　1998.7～2000.4　与党：自民　のち公明・保守などと連立
　　　　　2000.4～2001.4　与党：自民・公明・保守の３党連立
　　　　　　　2001.4～2006.9　

　　自民・公明(当初は保守党も)連立　テロ対策特別措置法(2001)　日朝首脳会談(2002)
　　陸上自衛隊をイラクに派遣(2004)　衆議院選挙で与党大勝(2006)
　　　　　　2006.9～2007.9　与党：自民・公明　参議院選挙で与党過半数割れ(2007)
　　　　　　2007.9～2008.9　与党：自民・公明

　　　　　　2008.9～2009.9　与党：自民・公明　衆議院選挙で民主党大勝(2009)
　　　　　　　 2009.9～2010.6　与党：民主・社会民主・国民新党の３党連立
　　　　　 2010.6～　与党：民主・国民新党の３党連立
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多党化傾向(→現代５)
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文部省『初等科地理』より


「どうみても、日本列島はへいぼんな形ではありません。アジア大陸の前面に立つて、太平洋へ向かつてををしく進むすがたが想像されるとともに、また太平洋に対して大陸を守る役目をしてゐるようにも考えられます」
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